
論文 AE 法による圧縮クリープ荷重を受けるコンクリートの損傷評価と破

壊の局所化領域の検討 
 

藤枝 智子*1・松本 浩嗣*2・渡辺 健*3・二羽 淳一郎*4 

 

要旨：コンクリートのクリープ現象のメカニズムとして，水分移動や微視的破壊などが提唱されているが，

統一した見解が得られていない。本研究では，コンクリートのクリープひずみを水分移動と微視的破壊に起

因するひずみの重ね合わせであると仮定し，コンクリート内部の微視的破壊を捉えることができるアコース

ティック・エミッション（AE）法を用いて，クリープひずみを分離した。その結果，作用応力比の増加に伴

って，微視的破壊に起因するひずみの割合が増加することがわかった。さらに，ひずみエネルギー吸収率に

着目することで，静的圧縮破壊と同様，クリープ破壊においても破壊の局所化を確認することができた。 
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1. はじめに 

コンクリートのクリープ現象は，プレストレスの減尐，

有害なひび割れの発生，常時荷重下における構造物のた

わみの経時変化および応力の再分配など，コンクリート

構造物の各種性能に大きな影響を与える。そのため，設

計においてその現象を予測することが求められている。

コンクリートのクリープに関する研究は国内外の研究

者により長期にわたり行われており，水の移動1）や遅れ

弾性2）など，様々なメカニズムが報告されている。この

ように，現在においても圧縮強度に対する作用応力の比

率により，その機構は異なると考えられている。すなわ

ち，クリープによるひずみは，それぞれのメカニズムの

重ね合わせにより，概ね評価できるとも考えられている

が，作用応力比に依存して，重ね合わせの割合が変化す

ることが考えられる。さらに，クリープに対する統一し

た見解は得られていないのが現状である。 

コンクリートの微視的破壊を適切に把握する手法と

して，アコースティック・エミッション(以下，AEと称

す)が挙げられる。AEは，コンクリート中に発生した微

視的破壊に伴って発生する弾性波であり，その発生頻度

あるいは振幅，周波数などの特徴を示すAEパラメータは,

コンクリートの破壊挙動と密接な関係があると考えら

れている。 

ところで，静的な一軸圧縮力が作用するコンクリート

では，破壊が局所的に発生することが指摘されている 3）。

このことを踏まえると，一定荷重作用下においても，ひ

ずみが局所部に集中して発生する可能性がある 

そこで，本研究では，コンクリートのクリープ現象に

おける微視的破壊の影響を確認するため，AE 法を用い

て，全クリープひずみから微視的破壊の貢献分の分離を

試みた。ひずみ漸増載荷と除荷・再載荷を伴う圧縮持続

載荷試験を，AE 計測とともに実施した。AE データを介

して，ひずみ漸増載荷試験と持続載荷試験における非回

復性ひずみを比較することで，圧縮クリープひずみ中の

微視的破壊の貢献分を定量的に評価した。また，ひずみ

の試験体高さ方向の分布を調べ，破壊領域の大きさにつ

いても検討を行った。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 本研究の試験体は，寸法 100×100×400(mm)の角柱試験

体である。表－1 に，本研究で用いたコンクリートの材

料の物性，表－2 に，コンクリートの配合，表－3 に試

験体詳細と載荷方法を示す。試験体名には，前半部に載

荷種類(S: ひずみ漸増載荷，R: 除荷・再載荷を伴う持続

載荷試験，CF: 持続載荷試験)に基づき S, R, CF と表記し，
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表－1 コンクリートに使用した材料の物性 

種類 名称 物性 

セメント 早強ポルトランドセメント 密度 3.14g/cm3，比表面積 4490cm2/g 

細骨材 小櫃産陸砂 表乾密度 2.62g/cm3，吸水率 1.56%，粗粒率 2.63 

粗骨材 青梅産砕石 表乾密度 2.64g/cm3，吸水率 2.64%，最大寸法 13mm，粗粒率 6.66 
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後半部に作用応力比を百分率で表記した。ここで，応力

比とは，試験体の圧縮強度に対する，作用させる応力の

比率である。 

なお，養生は 28 日間の水中養生を行い，3, 4 日の気中

養生後に試験体の重量変化がほぼ収束したことを確認

している。図－1 に試験体重量の時間変化を示す。そし

て，載荷試験中の乾燥収縮と自己収縮による収縮ひずみ

を低減させた。表－2 に，各試験体の水中養生期間と気

中養生期間を示す。 

2.2 計測項目 

載荷中に荷重，ひずみ，AE を計測した。図－2 および

図－3 に各計測機器の設置位置を示す。荷重計測のため

のロードセルは，試験体の下側の載荷板と試験体の間に

設置した。また，図－3 に示すように，ゲージを圧縮載

荷軸方向に 8 枚貼付した。ここで，各ひずみを試験体底 

面からの高さ(mm)に準じて，ε375，ε325，ε275，ε225，ε175,  

ε175, ε125，ε75，ε25 と表記する。さらに，7 個の AE セ

ンサを試験体表面にらせん状の位置に貼付し，プリアン

プを通してコンピュータに AE を記録した。ここで，AE

計測位置を，試験体底面からの高さ (mm)に準じて，

AE375，AE 325，AE275，AE225，AE175，AE125，AE75

と表記する。なお，ひずみと AE の測定結果を比較する

ために，AE センサの貼付高さは，ひずみゲージの貼付

高さに合わせて決定した。AE センサの測定結果と同じ

高さに貼付したひずみゲージの計測値を比較すること

で，試験体中の各部位のクリープ挙動を検討した。 

なお，8 枚のひずみゲージを貼付した面と反対側の面

にも ε225 と同じ高さにひずみゲージを貼付し，載荷時に

ε225 と合わせてモニタリングすることで，荷重の偏心が

生じないよう配慮した。 

表－3 試験体詳細と載荷方法 

試験体名 平均圧縮強度

(N/mm2) 
載荷種類 応力比 

(%) 

載荷時間

(時間) 

水中養生期間

（日） 

気中養生期間

（日） 

S1 31.2 ひずみ漸増載荷(S) － －  

 

 

 

28 

 

3 R80  

31.5 

除荷・再載荷を伴う

持続載荷試験(R) 

80 121 

R60 60 165 

R40 40 139 4 

CF90 持続載荷試験(CF) 90 2.6 3 

S2 33.0 ひずみ漸増載荷(S) － － 3 

R70  

33.5 

除荷・再載荷を伴う

持続載荷試験(R) 

70 76 3 

R50 50 109 4 

CF95 持続載荷試験(CF) 95 1.8 3 

 

表－2 コンクリートの示方配合 

粗骨材の 

最大寸法（mm） 

W/C 

(%) 

細骨材率 

 (%) 

単位量 (kg/m3) 

水 

W 

セメント 

C 

細骨材 

S 

粗骨材 

G 

13 60 47 180 300 892 1013 
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図－1 試験体重量の時間変化 図－2 載荷試験機および計測器具設置位置 図－3 ひずみゲージと AEセンサの設置位置 
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2.3 載荷方法 

図－2 に，本研究で使用した圧縮持続載荷試験機と計

測器具を示す。この試験機は，外付けの油圧ジャッキに

より荷重を導入する。荷重導入後，PC 鋼棒のナットを締

めて載荷板を固定することで，持続荷重が作用する仕組

みになっている。 

(1)ひずみ漸増載荷 

図－4 に，ひずみ漸増載荷の概念図を示す。試験体の

高さ方向の 8 ヶ所で計測しているひずみの平均値が， 

500×10-6 に達した時点で除荷・再載荷を行った後，250

×10-6 増加するごとに除荷・再載荷を行い，試験体が破

壊するまでこれを繰り返した。 

(2)持続載荷試験 

試験体を載荷板中央に設置し，持続載荷試験を行う試

験体と同一の試験体で測定したコンクリートの圧縮強

度に対し，それぞれの応力比に対応する荷重を持続的に

作用させた。ただし，経時変化に伴う荷重の低下が予測

される。そのため，ASTM C7512 – 02 を参考に，荷重の

変動が 10％以下になるように，載荷開始後に再度，強度

を確認し載荷することで，荷重を管理した。試験体と載

荷板の間にはテフロンシートを敷き，試験体上面と下面

の摩擦による拘束を断ち切った。一方，試験体の経時変

化を考える上で，乾燥収縮や自己収縮など，収縮による

ひずみの発生を考慮するために，圧縮持続載荷試験と同

時に，無載荷試験体のひずみを計測した。そして，圧縮

持続載荷試験で計測したひずみから収縮ひずみを差し

引くことで，圧縮クリープひずみを算出した。その収縮

ひずみ計測用試験体は，寸法 φ100×200(mm) の円柱試

験体とし，側面に 2 枚貼付したひずみゲージの平均値か

ら収縮ひずみを算出した。なお，図－5 に収縮ひずみの

時間変化を示す。図－5 より，持続載荷試験に用いた試

験体と収縮ひずみを差し引く試験体とでは試験体形状

が異なるが，収縮ひずみの差が尐ないことがわかる。 

ⅰ)除荷・再載荷を伴う持続載荷試験 

 図－6 に，各種ひずみの模式図を示す。全ひずみは弾

性ひずみ，クリープ回復ひずみ，非回復ひずみで構成さ

れる。また，非回復性ひずみを，コンクリートの損傷に

寄与する損傷クリープひずみと，損傷に寄与しない非損

傷クリープひずみの和とした。試験体に配置したひずみ

ゲージを用いて計測したひずみから，載荷時に計測した

弾性ひずみを差し引くことでクリープひずみを算出す

る。クリープひずみが 500×10-6 増加した時点で除荷を行

う。除荷は，試験体を載荷板から離すと，再載荷時に試

験体位置がずれてしまい，再載荷時に除荷前と同一条件

で載荷できないことが予備実験により確認された。その

ため，荷重を 0 まで下げずに，除荷期間は荷重を 1kN 載

荷した状態を保持することとした。除荷から 3 日間経過

後にクリープ回復が収束したことを確認後，除荷前の荷

重まで再載荷する。なお，クリープ回復時に AE は計測

されなかったため，計測を行っていない。R80, R60, R40, 

R70, R50 に関しては，以上の除荷・再載荷を 3 サイクル

行った後，単調載荷により，試験体を破壊させた。 

ⅱ)持続載荷試験 

ⅰ)と同様の試験機，試験環境であるが，除荷・再載荷

は行わない。作用応力比が圧縮強度の 90%以上である高

応力持続荷重を，クリープ破壊が生じるまで，作用させ

た。 

500 750 1000
ひずみ
(×10-6)

応力

0
損傷ひずみ

非回復性
ひずみ

応力

ひずみ

クリープひずみ

回復性
ひずみ

損傷
クリープひずみ

非損傷
クリープひずみ

弾性
ひずみ

0 20 40 60 80 100 120

収縮ひずみ(10 -6)

経過時間（時間）

100×100×400(mm)
f100×200(mm)

0

40

20

60

80

100

120

140

 

図－4 ひずみ漸増載荷の概念図      図－5 収縮ひずみの時間変化        図－6 各種ひずみの定義 
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2.4 AE 計測概要とデータの抽出法 

AE の計測初期条件として，増幅率は 40(dB)，しきい

値は試験環境を考慮して 45(dB)とした。AE には，図－6

に示すように，AE 波形の特徴を示す様々なパラメータ

が存在する。ここで，計測したデータから周囲のノイズ

を除去し，微視的破壊による AE のみに着目するため，

次の3つの手順 3)により検討に用いるデータを抽出した。

はじめに，カウント数が 1 以下，およびエネルギー数が 0

である AEは削除した。これは，載荷中，1つの AE波形に

おいて，振幅がしきい値を越えた回数として定義されるカウ

ント数が 1である AEは，ノイズあるいは試験体中を伝搬する

間に振幅が減衰したものと考えられ，発生源における破壊特

性に関する情報を，計測した波形から特定することが困難で

あると考えられたためである。また，波動のエネルギーは振

幅の 2乗に比例するので，振幅の減衰により AEエネルギー

も時間と共に減衰するため，カウント数と同様の理由から，エ

ネルギーが 0である AEを削除した。 

次に，イベント数を算出した。これは，1 つの AE が

発生し，試験体全域に伝搬すると，試験体に設置した複

数のセンサで検出される。すなわち，AEの発生数である

イベント数と，複数のセンサで検出した計測数は異なる。そ

こで，AE 波伝搬速度および AE センサ貼付位置を考慮し

て，AE 発生源に最も近い位置に貼付したセンサの検出結

果をイベントとして用いた。その際，AE 波伝搬速度は

2000(m/s)とした。これは，AE 波が，振幅の小さい初期微動

である縦波と，振幅の大きい主要動である横波に分類され

るとすると，ある一定のしきい値を超え，計測される AE 波

は横波である可能性が高いと考えられるので，AE 波伝

搬速度は横波速度の一般的な値である 2000(m/s)を用いた

ものである。また，AE センサ貼付位置間を，AE375 から

AE75 までの距離である 300(mm)として求めた。 

Uchida ら 4）は，AE パラメータのうち，平均周波数(=

カウント数/継続時間）と RA 値(=立ち上り時間/最大振

幅値）が，ひび割れ種類の識別に有効な指標であること

を報告している。これは，ひび割れ面の摩擦により生じ

た AE 波をノイズとして排除することで，圧縮応力下でのコン

クリートの破壊を適切に評価できることを確認しているからで

ある。図－7 に，Uchida らの手法により，イベント数をも

つ AE を平均周波数と RA 値から，せん断型と引張型に

識別した R60 の結果を，例として示す。この結果から，

本研究では引張型 AE のみを検討に用いた。 

 

3. 実験結果 

3.1 クリープひずみと累積 AE イベント数の関係 

図－8 に，R60 クリープひずみと累積 AE イベント数

の経時変化を例として示す。また，図－9 に，R80 と R60

クリープひずみと累積 AE イベント数の関係を，例とし

て示す。図－9 より，クリープひずみと累積 AE イベン

ト数の関係は，正の相関があるものの，試験体ごとに傾

向が異なる。これは，クリープひずみは，水分移動と微

視的破壊に起因するひずみから構成されており，コンク

リート内部の微視的破壊のみを計測する AE 法では，水

分移動によるひずみを評価することができないためと

考えられる。本研究では，持続荷重を受けるコンクリー

トの損傷を評価すべく，クリープひずみの分離を行った。 

3.2 クリープひずみの分離 

以下に，R60 を例にクリープひずみの分離手順を示す。 

(1)損傷ひずみと AE データ（ひずみ漸増載荷） 

図－10 に，ひずみ漸増載荷試験における損傷ひずみ

(εu)と累積 AE イベント数(AE)の関係を示す。損傷ひずみ

と累積 AE イベント数には正の相関があり，その関係は

以下の式で近似できる。 

εu =6.0×10-4×AE 1.4     R2=0.84                         (1) 

なお，R80，R60，R40 は S1 の結果を用い，R70，R50

は S2 の結果を用いることとする。 

近似式として様々な関数が用いられる可能性がある

が，相関係数(R2値)が 1 に最も近く，原点を通る累乗関

数として式(1)を用いた。以下で行う近似には，全て累乗

関数を使用した。 

(2)非回復性ひずみと AE データ（持続載荷試験） 

また，図－10 に，クリープ載荷試験における非回復性

ひずみと累積 AE イベント数の関係を示す。非回復性ひ

ずみ(εc)と累積AEイベント数(AE)にはひずみ漸増載荷試

験における損傷ひずみと累積 AE イベント数の関係同様，
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図－8 クリープひずみと累積 AEイベント数の経時変化(R60) 図－9 クリープひずみと累積 AEイベント数の関係 
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正の相関があり，その関係は以下の式で近似できる。 

εc =3.4×10-2×AE 0.86     R2=0.81                    (2) 

同じ累積 AE イベント数に対して，ひずみ漸増載荷に

おける損傷ひずみは，クリープ荷重下での非回復性ひず

みよりが大きい。累積 AE イベント数は材料の微視的破

壊に起因するため，クリープ荷重下におけるこのひずみ

増分は，水分移動等，破壊に寄与しない非損傷ひずみ成

分であると考えられる。したがって本研究では，損傷ク

リープひずみ成分を，同じ累積 AE イベント数が生じて

いる時点での，ひずみ漸増載荷における損傷ひずみとし

た。すなわち，式(1)および式(2)を連立させ，AE の項を

消去することにより，非回復性ひずみ(εc)と損傷クリープ

ひずみ(εu)との関係式は式(3)で与えられる。 

εc=0.67×εu
 0.58                               (3) 

 また，図－11 に，クリープ荷重下における全クリープ

ひずみ(εcreep)と非回復性ひずみ(εc)との関係は，式(4)で近

似できる。 

εc =4.8×εcreep
 0.73       R2=0.75               (4) 

式(3) および式(4)より，全クリープひずみ(εcreep)と損傷

クリープひずみ(εu)との関係は以下のようになる。 

εu=5.8×10-9×εcreep
 3.6                         (5) 

式(5)の εcreep に実験での全クリープひずみを代入する

ことにより，対応する非損傷ひずみを算出することがで

きる。 

図－12 に，R60 における，全クリープひずみおよび損

傷クリープひずみの経時変化を示す。なお，クリープひ

ずみの除荷時の挙動は示していない。図－12 において，

全クリープひずみが不連続な曲線を描いているが，これ

は，クリープ回復が生じているため，再載荷時のひずみ

が除荷時のひずみより小さくなったためである。なお，

各計測位置で全クリープひずみは同様に増加していた

ため，8 ヶ所のひずみの平均値を用いている。 

次に，損傷クリープひずみと累積 AE イベント数を比

較する。図－13 に，R80 と R40 における損傷クリープ

ひずみと，累積 AE イベント数の経時変化を示す。図－9

に示すように，累積 AE イベント数と全クリープひずみ

との間には相関が見られなかったが，図－13 に示すよう

に，累積 AE イベント数と損傷クリープひずみの間には

相関が見られる。すなわち，AE 計測結果を用いて，全

クリープひずみから損傷クリープひずみを分離するこ

とで，クリープ荷重下におけるコンクリートの損傷を評

価することができる。 

3.3 微視的破壊の貢献分の比率 

 3.1 節で示す手順により，各作用応力比におけるクリ

ープひずみから，微視的破壊の貢献分を算出した。図－

14 に，全クリープひずみに対する，微視的破壊の貢献分

の比率を示す。図－14 より，作用応力比が大きいほど，

同一クリープひずみにおける，微視的破壊の貢献分の比

率が増加することがわかる。これは，コンクリートのク

リープ現象のメカニズムが作用応力比に応じて変化し

ており，応力比が大きいほど，微視的破壊が支配的にな

ることを意味している。 
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図－10 損傷ひずみならびに非回復性ひずみ  図－11 非回復性ひずみとクリープひずみの関係(R60) 
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3.4 破壊領域の検討 

 図－15 に，CF90 のクリープひずみの経時変化を示す。

時間の経過に伴い，試験体最上部で，局所的にクリープ

ひずみが増大していることがわかる。西林ら 5)は，破壊

に至るまでのクリープひずみの変化は，変形速度が時間

とともに減尐する遷移域，変形速度が時間に無関係に一

定な定常域，変形速度がしだいに増加して破壊にいたる

加速域の 3 段階に分類することができると報告している。

図－15 より，クリープひずみの変化の 3 段階の挙動も確

認できる。なお，CF90, CF95 は，試験終了時までに要し

た時間が他のケースと比較し，2.6, 1.8 時間と短かったた

め，作用応力比が 90%を超える高応力下においては，非

損傷ひずみは生じないと考えた。したがって，以下に示

す破壊領域の算定には，全ひずみを用いている。 

次に，既往の研究 3)では，得られた試験体の局所的な

エネルギー吸収推定量から，試験体の全吸収ひずみエネ

ルギー量を求め，その 15%以上を吸収した領域を破壊領

域と定義し，破壊領域長さを求めている。本研究でも同

様の方法を用いて破壊領域長さを求めた。ここで，ひず

みエネルギー量は，応力－全ひずみ曲線を積分して求め

た。図－16 に，算出した破壊領域を示す。図－16 より，

CF90 および CF95 は，クリープ破壊時に局所的に破壊が

生じており，クリープ破壊領域長さは，CF90 が 102mm，

CF95 が 75mm である。このように，コンクリートは静

的荷重下だけでなく，圧縮クリープ荷重下においても破

壊領域が局所化することがわかる。 

また，ひずみ漸増載荷を行った試験体を用いて，同様

の方法で破壊領域を算定した。破壊領域長さは，S1 が

125 mm，S2 が 110 mm であった。すなわち，圧縮クリー

プ荷重下において破壊領域長さは，静的荷重下の破壊領

域長さより減尐した。 

4. まとめ 

本研究で，以下の結論を得た。 

(1) 同じ累積 AE イベント数が生じている時点での，ひず

み漸増載荷の非回復性ひずみを損傷クリープひずみ

と仮定することにより，コンクリートのクリープひ

ずみを微視的破壊の貢献分と破壊に寄与しない成分

とに分離することができた。 

(2) 作用応力比の増加に伴い，全クリープひずみに対す

る損傷クリープひずみの比率は増加する。すなわち，

コンクリートのクリープのメカニズムは応力比によ

って異なり，応力比が大きいほど，微視的破壊が支

配的になる。 

(3) 静的圧縮破壊と同様，クリープ荷重下においても破

壊の局所化を確認することができた。 

(4) ひずみエネルギー吸収率を用い，破壊領域を算出し

た結果，静的荷重下よりも，クリープ荷重下において，

破壊領域長さが減尐することがわかった。 

 

本研究の一部は，平成22年度科学研究費補助金(若
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図－14 クリープひずみの貢献分の比率 図－15 全クリープひずみの経時変化(CF90)   図－16 破壊領域 

-466-


